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平成２９年第１回宮崎市議会定例会の開会に当たり、提出案件の

説明に先立ち、新年度における施政方針を申し述べさせていただき、

議員各位をはじめ、市民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと存じ

ます。

昨年は、４年に一度の世界のスポーツの祭典でありますリオデジ

ャネイロオリンピック・パラリンピックが開催され、日本の躍進に

大きな感動を覚えました。特に、本市出身の柔道男子チームの井上

康生監督をはじめ、大山志保選手、興梠慎三選手の活躍には、多く

の夢と勇気をいただきましたことから、その功績を讃えまして、特

別栄誉賞、栄冠賞を授与させていただきました。

また、本市でキャンプを行うサッカーＪ１の鹿島アントラーズの

年間優勝、そして、年明け早々の天皇杯制覇、加えて、青山学院大

学の箱根駅伝の三連覇など、「総合スポーツ戦略都市 みやざき」を

掲げる本市にとりまして、大きな弾みとなったところでございます。

観光におきましても、２年目となりました青島ビーチパークによ

る青島の新たな魅力の創出により、青島海水浴場の昨年の来場者数

は、平成１３年以降で最多の約２３万人を数えたところでございま

す。そして、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザの発生、新燃岳の

噴火などの影響により大きく減少した観光入込み客数も、平成２７

年は約６１４万人と６００万人台を超え、災害前の水準に回復する

など、様々な取組の成果が現れてきたことを実感しているところで

ございます。

また、南海トラフ巨大地震を想定した津波避難タワーや「青島地

域複合型防災施設」の建設をはじめ、非常食などの備蓄品や災害時

用のトイレ、一時避難所、避難経路の整備など市民の命を守る事業

にも重点的に取り組み、災害に強いまちづくりを進めることができ

ました。

これもひとえに市議会議員並びに市民の皆様をはじめ、関係各位

のご理解とご支援、ご協力の賜物と心から感謝申し上げる次第でご

ざいます。
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本年は、市長２期目の任期の最終年になりますが、「市民が主役の

市民のためのまちづくり」の理念のもと、「市民目線」と「現場主義」

を基本姿勢に、みやざき創生に向けて、引き続き、全力で取り組ん

でまいります。

さて、世界経済は、イギリスのＥＵ離脱決定やアメリカ第一主義

を掲げるトランプ大統領の就任、また中国経済の景気低迷の懸念な

ど、不透明感が増しております。

わが国においては、景気に緩やかな回復がみられるものの、少子

高齢化の進行に伴う地域経済の減速や医療、介護、年金等の社会保

障費の増大などによる財政の硬直化が懸念されているところでござ

います。

本市においても、少子高齢化の進行により、２０１３年をピーク

に人口が減少しており、２０６０年には、現在よりも約１１万人減

少することが予想されていることから、人口減少に歯止めをかけ、

地域経済の活性化を図ることが喫緊の課題となっております。

このように、本市を取り巻く環境は大変厳しい状況にありますが、

私は、一昨年１０月に策定した「宮崎市地方創生総合戦略」に掲げ

る５つの重点プロジェクトを強力に推進し、人口減少社会にあって

も、地域の活力を維持、向上させ、「活力ある宮崎市」を次世代にし

っかりとつないでいかなければならないと感じているところでござ

います。

加えて、来年度は「第四次宮崎市総合計画」の最終年度でもあり、

この１０年間の集大成として、「都市経営の基本方針」に掲げており

ます「株式会社宮崎市役所づくり」、「きずな社会づくり」、「元気な

宮崎づくり」の３つを柱に積極的に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

まず、一つ目の「株式会社宮崎市役所づくり」でございます。

本市が所有する学校や市営住宅などのハコモノと道路や橋梁など

のインフラの修繕更新費用は、今後５０年間で約１兆６，０９０億

円に上ると試算しております。１年当たりの事業費で見ると、年平
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均約３２２億円となり、現在の年平均の事業費約１７９億円の１．

８倍になります。

今後、高齢化による社会保障費の増加に加え、人口減少に伴う経

済の縮小や市税の減少が見込まれることから、将来にわたって、現

在の修繕更新費用以上の財源を確保することは、非常に困難な状況

でございます。

私は、将来世代に多額の費用負担という重荷を背負わせることの

ないよう、私たちの世代がしっかりと対応しなければならないと考

えており、本年度、策定しました「宮崎市公共施設等総合管理計画」

に基づいて、市民目線で最適な公共施設サービスを提供し市民満足

度を高めることを念頭に、施設サービスの質と量の見直しや、施設

の長寿命化に向けた取組を進めてまいります。

また、これらの取組に当たりましては、民間事業者の活力・ノウ

ハウを生かしたＰＰＰやＰＦＩを推進するとともに、様々な観点か

ら官民が連携して知恵を出し、「稼ぐ」という発想を持って、施設の

あり方について、具体の検討を進めるため、組織体制の充実を図っ

てまいります。

次に、二つ目の「きずな社会づくり」でございます。

昨年の熊本地震では、発生直後から近所の人が助け合うとともに、

地域住民による主体的な避難所の運営が行われるなど、改めて地域

コミュニティの重要性を感じたところでございます。

また、団塊の世代の方が７５歳以上を迎える２０２５年には、高

齢者人口が急激に増えることから、介護予防や生活支援などを地域

で支え合う地域包括ケアシステムの確立が求められております。

このような中、地域コミュニティの重要な組織であります自治会

や地域まちづくり推進委員会は、構成員の高齢化や役員の担い手不

足などの課題を抱えております。特に、地域の意見集約や調整機能

の役割を担っていただいている自治会の加入率の低下は、市政運営

にも大きな影響を与えるものと危惧しているところでございます。

そこで、本市では、市民、事業者及び市が連携して、自治会や地



- 4 -

域まちづくり推進委員会の活動を活性化するため、昨年６月に、い

わゆる「きずな社会づくり条例」を施行したところでございます。

条例施行を機に、昨年開講しました「まちびと大学校」などによ

る地域の担い手の育成や「地域魅力発信プラン」の実現に向けた取

組を推進するとともに、地域自治区事務所の機能強化を図り、地域

内分権を進めることで、市民の皆様が主体的にまちづくりに参加し、

良好な地域社会を守り育て、地域のつながりを大切にする「きずな

社会」の構築を図ってまいります。

次に、三つ目の「元気な宮崎づくり」でございます。

人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって、地域の活力を維持、

向上させるには、少子化対策の推進や若年層の大都市圏への転出抑

制など、若者の定着や流入を促進することが重要であると考えてお

ります。

そこで、若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる

ための取組、若い世代の進学や就職を地元に向けていくための取組、

さらに、大都市圏で活躍する高度人材の軸足を本市に移していくた

めの取組を、多様な主体と連携して、積極的に推進してまいります。

現在、本市では、マチナカに３，０００人の雇用を創出する「“マ

チナカ３０００”プロジェクト」に取り組んでおりますが、これま

で以上にクリエイティブ産業の集積を図り、第四次産業革命と呼ば

れているＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能等による技術革新の流れ

を本市へ取り込むことで、にぎわいのある中心市街地を創出してま

いりたいと考えております。

また、本市では、国が成長分野に位置付けている航空機産業にお

いて、航空機のプレミアムシートなどの内装品を生産する企業やジ

ェットエンジンの部品を製造する企業など、世界最先端の技術を駆

使して、グローバルに展開する大型製造業が本市に相次いで進出、

あるいは事業拡大を行っているところでございます。

このように、近年、大都市圏にもないような魅力ある雇用が生ま

れていることから、新たな工業団地の検討を進めるとともに、引き
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続き、企業立地や設備投資を促進するとともに、中小企業の事業承

継や創業支援などにも積極的に取り組み、若い世代にとって魅力あ

る雇用の場を創出してまいります。

さらに、本市の基幹産業である農業分野は、国土の保全や地域コ

ミュニティの形成など多面的な機能を有する貴重な地域資源でござ

いますので、新規就農者や農業後継者の育成、ＩＣＴの活用による

生産性の向上、そして、これらを促進するための組織体制の強化な

ど、基盤づくりに向けた取組を積極的に進めてまいります。

加えて、本市の強みである「食」、「スポーツ」、「神話」、「花」の

有機的な連携による都市イメージの向上に向けた新たな取組や、総

合交通網の充実による観光資源の回遊性の確保などにより、交流人

口の拡大を図り、外貨を稼ぐ取組を推進してまいります。

そして、これらの取組を戦略的に推進することにより、産業の稼

ぐ力を高め、地域の総合力を引き出し、将来にわたって、魅力的で

選ばれ続けるまちの実現を目指してまいりたいと考えております。

来年度は、次期総合計画をはじめ、都市計画マスタープランや中

心市街地活性化基本計画、文化振興計画など、多くの計画を策定す

ることになりますが、本格的な人口減少社会に入るこれからの５年、

１０年は、本市の将来にとって、非常に重要な時期になると強く感

じております。

特に、本市の総合的なまちづくりの柱となる次期総合計画や都市

計画マスタープランについては、計画期間中の平成３６年に市制施

行１００周年という大きな節目を迎えることから、次の１００年に

向けたまちづくりに新たな第一歩を踏み出す、極めて重要な年にな

ります。

私は、この変革の時代にあって、来たるべき新時代を切り拓いて

いく原動力は、市民一人一人の力であり、その力が結集されて大き

な創造力を生むと考えております。私たちの子や孫の世代に「宮崎

に誇りが持てる」「宮崎に住んで良かった」と思ってもらえるまちづ

くりを、私自身が先頭に立ち、市民総力戦を展開し、情熱と気概を
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持って、誠心誠意、取り組んでまいりたいと考えております。

それでは、ただいま上程になりました、平成２９年度の当初予算

案をはじめ、提出案件につきまして、説明申し上げます。

議案第１号から第１７号までは、平成２９年度の一般会計、特別

会計及び企業会計の予算案でございます。

平成２９年度当初予算につきましては、「第四次宮崎市総合計画後

期基本計画及び新市基本計画の着実な実施」「宮崎市地方創生総合戦

略の積極的な展開」「徹底した行財政改革の取組と健全財政の確立」

の３点を基本方針として編成いたしました。

特に、平成２９年度が最終年度となる「第四次宮崎市総合計画後

期基本計画」に掲げる３つの戦略プロジェクトに引き続き優先的に

取り組むとともに、次期計画につながる「芽出し」的な施策にも取

り組むことといたしました。

また、人口減少・少子高齢化など急激に変化する社会経済情勢に

的確に対応するため、「宮崎市地方創生総合戦略」を踏まえた施策を

積極的に展開することにより、みやざき創生を選択と集中により推

進する「創生戦略予算」としたところでございます。

この結果、一般会計予算額は、１，５８３億１，０００万円とな

り、平成２８年度当初予算額と比較しますと、１．４％の減となっ

ております。

また、特別会計は、１，１８７億２，１００万円で、０．０４％

の増、企業会計は、３９２億５，７００万円で、５．１％の増とな

っております。

したがいまして、全会計の予算総額は、３，１６２億８，８００

万円で、０．１％の減となったところでございます。

続きまして、施策の概要につきまして、「第四次宮崎市総合計画後

期基本計画」に掲げる３つの戦略プロジェクトから、８つの重点テ

ーマに沿って、主要な事業を説明してまいります。

一つ目の『健康力』の向上では、分娩を取り扱う医療機関に加え、

小児科を主たる診療科とする医療機関を将来にわたって確保するた
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め、産科・小児科を開業・継承する医療機関に対し、費用の一部支

援を行ってまいります。

二つ目の『人財力』の向上では、私立認可保育所の増改築の助成

や放課後児童クラブの施設整備に引き続き取り組むほか、市独自に

保育士等への多面的な補助や支援を行うことにより、保育士等の確

保と離職の防止に努め、待機児童の早期解消を図ってまいります。

三つ目の『地域力』の向上では、まちづくりのリーダー的人材を

育成するため、これまでの基礎コースに加えて、多様な主体との連

携や経済的視点などを取り入れた応用コースの講座を開講するなど、

住民主体のまちづくりをさらに推進いたします。

四つ目の『防災力』の向上では、コミュニティＦＭと連携し、緊

急情報を配信する体制を構築するとともに、津波浸水想定区域に居

住される方などを対象に、情報を受信するための防災ラジオの購入

に係る費用の一部を補助することにより、災害時における迅速かつ

確実な情報伝達手段の確保を図ってまいります。

五つ目の『環境力』の向上では、公設合併処理浄化槽事業におい

て効率的・効果的な事業を展開するため、ＰＦＩ事業に取り組み、

地元企業のノウハウを生かして、さらなる整備促進及び水質保全を

図ってまいります。

六つ目の『ブランド力』の向上では、「みやＰＥＣ推進機構」等と

連携し、農商工連携や６次産業化の取組による商品開発や国内外で

の販路開拓を図るための展示商談会の開催、カーフェリーを活用し

た上海への輸出及び販路開拓等の支援を行ってまいります。

七つ目の『滞在力』の向上では、２０１９年ラグビーワールドカ

ップや２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の事

前合宿等の誘致に向け、本市の優れたスポーツ施設及び充実した受

入態勢をＰＲするとともに、各種大会や合宿の支援を行ってまいり

ます。

八つ目の『経済力』の向上では、本市のＩＣＴ関連産業を活性化

するため、高い技術力を持った人材の集積を図り、市内企業の事業
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拡大や新たな企業の立地を促進し、魅力的な雇用の場を創出すると

ともに、地元人材の定着を進めてまいります。

次に、地方創生の取組につきまして、「宮崎市地方創生総合戦略」

の５つの重点プロジェクトに沿って、主要な事業を説明いたします。

一つ目の『クリエイティブシティ推進プロジェクト』では、若者

の地元定着とＩＪＵ（移住）促進を図るため、スマートフォンアプ

リを通じて宮崎の魅力あるワーク・ライフを効果的に発信してまい

ります。

また、地域経済の発展と雇用の場の創出に向け、市内で創業を予

定している者に対し、店舗改修費用や広告宣伝費などの創業費用の

一部を助成し、創業及びＩＪＵ（移住）を促進してまいります。

二つ目の『フードシティ推進プロジェクト』では、農家の高齢化

や施設の老朽化等により、経営面積や生産量が減少傾向にある産地

の強化を図るため、ＪＡ宮崎中央が取り組む園芸用ハウスの整備に

要する費用の一部を助成し、優良農家の確保と生産性の向上を図っ

てまいります。

三つ目の『観光地域づくり推進プロジェクト』では、関西エリア

からの観光誘客及び本市の認知度向上を図るため、閑散期における

旅行商品に対する宿泊補助や空港でのおもてなしを行うとともに、

メディア等と連携したプロモーションを実施するほか、滞在型観光

を推進するため、空港等を拠点に、民間企業が実施する手ぶら観光

サービスを支援してまいります。

四つ目の『ＩＪＵ（移住）推進プロジェクト』では、宮崎市移住

センターにおいて、移住コンシェルジュによる支援に加え、関係機

関や協力団体等と連携して受入体制の充実を図るとともに、本市の

住みやすさや魅力を発信するなど、移住や定住に向けた取組を推進

してまいります。

五つ目の『地域コミュニティ活性化プロジェクト』では、軽度な

生活支援活動等を実施する高齢者の団体等に対し、立ち上げや運営

に係る経費を支援するとともに、地域の支え合い組織で活動する担
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い手を養成し、元気な高齢者が生活支援の新たな担い手として活動

できる場を増やすなど、地域内の支え合い体制の構築を推進してま

いります。

次に、地震・津波・風水害等に対する総合防災対策や感染症等の

予防対策を行う市民の命を守る取組について説明いたします。

まず、総合防災対策につきましては、地震や津波等の災害時にお

ける避難路や指定緊急避難場所等の環境整備を行う自治会・企業等

に対して、整備に係る費用の一部を支援するなど、避難対策をさら

に充実してまいります。

また、感染症対策として、引き続き１７疾病に対する予防接種を

実施し、感染症の発生やまん延、重症化の予防に努めてまいります。

次に、平成３６年度の市制施行１００周年を見据えた次世代につ

なぐまちづくりの推進の取組について説明いたします。

公共施設やインフラ更新問題に適切に対応しつつ、次世代につな

ぐまちづくりを推進するため、公立公民館等の整備及び長寿命化計

画を策定するとともに、橋梁や道路施設の長寿命化事業に取り組み、

延命化やライフサイクルコストの低減を図ってまいります。

続きまして、その他の主な事業について、総合計画に沿って、新

規事業を中心に説明してまいります。

まず、道路網の整備につきましては、引き続き小戸之橋の架替え

整備に取り組むほか、吉村通線、宮崎駅東通線等の道路整備事業の

着実な推進を図ってまいります。

フェニックス自然動物園につきましては、園の一層の魅力向上と

集客を図るため、チンパンジー舎の新築工事に着手してまいります。

快適な住環境の提供につきましては、引き続きまちなか地域にお

ける民間賃貸住宅の有効活用と流通の促進及びまちなか移住を推進

するため、地域内の誘致企業の社員や高齢者等の住宅確保要配慮者

等を対象に、一定期間家賃の助成を行います。

水道事業につきましては、幹線管路耐震化等の整備や下北方浄水

場新系浄水施設等の整備を行い、安全で安定した水道水を供給して
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まいります。

また、公共下水道事業につきましては、下水道総合地震対策事業

や施設の長寿命化及び清武地区の汚水管きょ布設整備等に取り組ん

でまいります。

子育て支援につきましては、「宮崎市子ども・子育て支援プラン」

に沿った事業の推進を図るほか、産科医療機関で実施する聴覚検査

の費用を助成し、新生児の聴覚異常の早期発見・早期療養を行い、

安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに成長できるまちづく

りを推進してまいります。

また、産後うつの予防と育児不安の軽減、虐待の早期発見・未然

防止のため、概ね産後２週間と産後１か月の産婦に対し健康診査を

実施し、産後ケア等の必要な支援を行ってまいります。

障がい者福祉につきましては、障がい者の福祉的就労による経済

的自立及び社会参加をより一層促進するため、障がい者就労支援事

業所間や一般企業との連携を強化し、共同販売や新製品開発による

販売力向上など、就労事業所の魅力を高め、障がい者の工賃向上を

図ってまいります。

高齢者福祉につきましては、在宅医療と介護との一体的な提供を

目指し、医療や介護に携わる関係者への支援や研修会の開催、地域

住民への啓発等を行ってまいります。

さらに、介護予防教室や各イベント等、高齢者が集まる場におい

て、認知機能のチェックや認知症に関する情報提供を行うなど、認

知症の早期発見と予防に取り組んでまいります。

健康づくりにつきましては、胃がんを早期に発見し、市民の健康

寿命の延伸を図るため、医療機関でのより精度の高い検査として、

新たに胃カメラ検査を導入してまいります。

保健衛生につきましては、人と動物の共生社会づくりのため、本

年４月に開設する「みやざき動物愛護センター」を拠点として、動

物の適正な飼育管理と動物愛護精神の醸成を図ってまいります。

農業の振興につきましては、雇用就農者の確保・育成を図るため、
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農業法人等が、国の「農の雇用事業」を活用して雇用労働力を確保

する取組を支援し、法人就農者を確保するほか、農家の後継者が就

農しやすい環境を整えるなど、地域農業の担い手となる新規就農者

の確保・育成を推進してまいります。

林業の振興につきましては、森林経営の安定と森林の有する多面

的機能の発揮に向け、間伐・植林など適切な森林整備の推進や施業

の集約化を支援するほか、野生鳥獣パトロールなど農作物の被害防

止に努めてまいります。

水産業の振興につきましては、水産資源の保護増殖のための稚魚

放流や、航行の安全確保、操業の合理化・省力化を図るための機器

装備導入費用について一部補助を行うほか、「青島どれ」水産物の消

費拡大のためのＰＲ活動に対して、支援を行ってまいります。

観光の振興につきましては、空港でのおもてなしと併せて、歓迎

フラステージを実施することで「フラのメッカ宮崎」のイメージ定

着に努めるとともに、青島エリアで開催される全国的にも注目度の

高い屋外飲食イベントと連携して、本市の強みである「食」を中心

とした様々な情報を国内外に発信し、本市への誘客促進を図ってま

いります。

教育分野につきましては、特別な教育的配慮を必要とする児童・

生徒への学習・生活指導等のサポート体制を強化するため、特別支

援学級等の支援の充実に努めるほか、児童・生徒の社会的、職業的

自立に向けて必要な基盤となる能力などを育むため、義務教育期間

を通した、各学校におけるキャリア教育を推進してまいります。

また、生涯学習及び地域コミュニティ活動の拠点施設として、清

武中学校区に公立公民館を整備してまいります。

さらに、戦国時代の宮崎平野を代表する山城である「宮崎城跡」

の国指定史跡の指定を目指し、貴重な文化財として適切に保護して

まいります。

その他の取組といたしまして、「宮崎ふるさと愛寄附金」の更なる

増加を図るため、寄附者に対し本市の魅力あふれる特産品等を贈呈
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し、本市に愛着を持つファンを増やすとともに、自主財源の確保に

努めます。

また、合併後の新市の一体的な発展を図るため、清武総合支所の

空調設備の更新など、新市基本計画に位置付けた事業を着実に推進

してまいります。

以上で、当初予算案の概要の説明を終わりますが、平成２９年度

は、市税の伸びは期待されるものの、地方交付税等の動向について

不透明な点が多く、安定的な財源の確保が期待できない状況であり

ます。加えて、少子高齢化等に伴う社会保障費の増加が見込まれる

など、重点的な事業への予算配分が厳しい状況でございます。

そのような中で、真に必要な市民サービスを確保しつつ、限られ

た資源を有効に活用する観点から、思い切った事業の見直しを行う

など、行財政改革を強力に推進することにより、将来にわたって、

自立した、持続可能な財政運営を目指した予算編成を行ったところ

でございます。

また、本市の財政運営の指針であります「宮崎市中期財政計画」

を踏まえ、民間活力の導入など行政経費の節減・合理化を進めると

ともに、事業の選択と集中を図り、元金ベースでのプライマリーバ

ランスの黒字化を堅持し、収支黒字化を達成したところでございま

す。

今後とも、徹底した行財政改革に取り組むことにより、健全財政

の確立を図ってまいりたいと考えております。

次に、議案第１８号から第３３号までは、平成２８年度宮崎市一

般会計、特別会計及び企業会計の補正予算案でございます。

今回の補正は、一般会計で、３億１，１８０万５千円を、特別会

計で、１６億４，１７８万２千円を、企業会計で、７億４，６４５

万８千円をそれぞれ減額いたしております。

補正の主なものでございますが、国の内示に伴うものとして、高

齢者施設等の防犯対策を強化するため、非常通報装置や防犯カメラ

等の設置を行う施設等に対し、費用の一部を助成してまいります。



- 13 -

また、県の内示に伴うものとして、園芸産地の維持・拡大と農家

経営の安定を図るため、低コスト耐候性ハウス等の整備に係る費用

の一部を助成してまいります。

そのほか、身体障がい者が、その障がいの状態の軽減に必要な医

療を受ける際の費用を助成する更生医療の給付費を増額するなど、

所要の補正を行うものでございます。

以上で、予算関係の説明を終わります。

続きまして、予算以外の議案についてでございます。

議案第３４号から議案第３６号までは、辺地に係る総合整備計画

を策定又は変更しようとするもの、議案第３７号は、既に議決をい

ただいております昭和通線（小戸之橋）整備事業に伴う橋台新築工

事の委託契約に関しまして、契約の金額に減額が生じましたことか

ら、議決事項の一部を変更しようとするもの、議案第３８号は、公

設浄化槽整備推進事業について特定事業契約を締結するもの、議案

第３９号は、吉村通線整備事業等に伴い市道を廃止するもの、議案

第４０号は、吉村通線整備事業及び開発行為等に伴う道路を新たに

市道として認定するもの、議案第４１号は、包括外部監査契約を締

結するものでございます。

次に、議案第４２号から議案第６３号までは、条例案でございま

す。

初めに、新規制定の条例案でございます。

まず、議案第４４号から議案第４７号までは、地方公務員法の規

定に基づき、職員の修学部分休業、高齢者部分休業、自己啓発等休

業及び配偶者同行休業に関し必要な事項を定めるもの、議案第４８

号は、宮崎市職員の修学部分休業に関する条例等の施行に伴い、所

要の改正を行うもの、議案第５７号は、小規模給水施設の設置、供

給条件等について必要な事項を定めるものでございます。

次に、その他の条例案といたしまして、議案第４２号は、分掌事

務の見直しに伴い、所要の改正を行うもの、議案第４３号は、いわ

ゆるマイナンバー法の改正に伴い、所要の改正を行うもの、議案第
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４９号は、小児慢性特定疾病審査会委員の報酬及び費用弁償を定め

るもの、議案第５０号は、地方税法の改正に伴い、所要の改正を行

うもの、議案第５１号は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律の施行に伴い、手数料の新設を行う等のもの、議案第５２

号は、宮崎市大久保学習センターの用途廃止を行うもの、議案第５

３号は、宮崎市障がい者体育センターの附属設備及び備品の使用料

について規則で定めることとするもの、議案第５４号は、介護保険

法等の改正に伴い、所要の改正を行う等のもの、議案第５５号は、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する

基準の改正に伴い、所要の改正を行うもの、議案第５６号は、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準の改正に伴い、

所要の改正を行うもの、議案第５８号は、公設合併処理浄化槽を設

置する住宅の範囲を変更する等のもの、議案第５９号は、宮崎市立

緑ケ丘集会所及び宮崎市立飛江田集会所の用途廃止を行うもの、議

案第６０号は、椿山キャンプ場の用途廃止を行うもの、議案第６１

号は、簡易水道事業を廃止するもの、議案第６２号は、宮崎市跡江

地区農業集落排水処理施設の用途廃止を行うもの、議案第６３号は、

消防団員の任用の要件を変更する等のものでございます。

以上で、条例関係の説明を終わります。

最後に、報告について説明申し上げます。

報告第１号は、訴訟上の和解について専決処分を行ったもの、報

告第２号から第１１号までは、公用車運転中の事故等に関しまして、

和解し損害賠償の額を定めることについて、それぞれ専決処分を行

ったものでございます。

以上で説明を終わります。

何とぞ慎重ご審議のうえ、ご賛同賜りますようお願い申し上げま

す。


